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「DWAT :Disaster Welfare Assistance Team」のシステム化が取り組まれている。「DWAT」
は、いわゆる「DMAT」の福祉版で、被災地における福祉的課題解決に向けた福祉専門職
チームである。しかし、まだその取り組みは始まったばかりである。 




り組みを推進するためのガイドラインである。最初に DWAT が派遣されたのが、2016 年

























そして 2018 年は、特に甚大な被害を及ぼす大規模災害が頻発した 1 年であった。(表１) 
 
表１ 2018 年の主な大規模災害 
日付 災害名 
6 月 18 日 大阪府北部地震 
6 月 28 日から 7 月 8 日 平成 30 年 7 月豪雨※1 
9 月 3 日から 9 月 5 日 平成 30 年台風 21 号 
9 月６日 平成 30 年北海道胆振東部地震 













高い組織による救命の DMAT や JMAT (Japan Medical Association Team:日本医師会災害
医療チーム)等は、災害対策基本法に基づく国の防災基本計画に位置付けられ、国と都道府














































































えることができる DWAT の活動が求められる²⁹⁾。 
 
第3節 DWAT の役割 
1) DWAT とは 
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しかしながら、DWAT におけるガイドラインが発表されたのは 2018 年 5 月であり、2011
年の東日本大震災発生から 7 年の月日を要しているが、都道府県によっては国の動きに先
んじて先駆的に DWAT の取り組みが行われている。次項においては、いち早く DWAT を
組成し、「岩手県災害福祉広域支援推進機構」を創設した岩手県と、「平時」での取り組み
を強化し、府内・府外との連携共に体制構築に力を注いでいる京都府の 2 府県の DWAT に
ついて、示しておく。 
 
2) 岩手 DWAT の取り組み 
 
東日本大震災の被災地でもあり、日本初の DWAT を組成した岩手県(以下、岩手 DWAT)








義づけられている。(以下、詳細は表 2 を参照) 
 
創設のきっかけは、東日本大震災により相当な被害を被った各地での支援活動と並行し
































3) 京都 DWAT の取り組み 
熊本地震において、岩手 DWAT に次いで派遣されたのが、京都府災害派遣福祉チーム(以
下、京都 DWAT)である。2018 年 7 月の西日本豪雨災害では、岩手 DWAT、京都 DWAT
をはじめ、福島 DWAT、静岡 DCAT: Disaster Care Assistance Team※2、群馬 DWAT な








































(出典 東京都社会福祉協議会 HP より⁴⁰⁾) 
 
また、DWAT による「平時」の取り組みも盛んに行われており、例えば、京都府下の地







































































































































































































































 ⑴【アセスメント前の関係性構築】は、表 7 の通りである。 
表７ 【アセスメント前の関係性構築】 






































































































そして、派遣 DWAT は、基本的に現地 DWAT からの指示を受け、それに沿って行動す
るが、空き時間には巡回したり、様子が気になる避難者には声掛けをする等、自主性を持
って活動する。 










































































































(l) 他職種同士で 1 人の避難者をアセスメントすること
は、多角的な視点から結果として表れるので、すご
く意味を持つ。 












































④ (i)(j)(k)(l)(m)(n) ≪多職種連携による合同アセスメント≫ 







ケースでも、派遣 DWAT 単独で行わず、他団体との協働・連携で進めた。 










第３節  DWAT 活動の要点 
 





表 9 【DWAT 活動の要点】 




























ハードだった。                  
(c) 他団体も派遣チームで人が変わることで、少しやり
方が変わったり言ったはずのことが伝わりにくかっ


































(i) 全国の DWAT 員が経験を積んでいき、他府県同士の
DWAT と互助の関係になれば、次回の災害時におい
て少しでも連携が取りやすい。 
(j) 今回は X 県に派遣されたが、逆に Y 県で発災した時
に X 県 DWAT が来てくれるとなると、すぐに連携
が取れると思う。 



































































③ (e)(f) DWAT 各班が連なることで、１つの支援活動が完結する 
 DWAT は各班によってそれぞれの役割が存在し、それを次班に引き継ぐことによって、




④ (g)(h) 派遣期間 5 日間の適切性 





⑤ (i)(j)(k)  他府県の DWAT 間連携の重要性 
他府県の DWAT 間連携の構築とは、派遣活動を通した他府県間の繋がりの構築である。
今回は現地 DWAT と派遣 DWAT との関係が良好に構築できた為、次回派遣 DWAT 管轄
内で災害が発生したとき、現地 DWAT が派遣 DWAT として来てくれれば、即座に連携が
取れるだろう。そういった他府県間と繋がりを保っておくことが重要だ。 























第４節  DWAT 活動における他団体間との関係性構築 
 
⑷【DWAT 活動における他団体間との関係性構築】は、表 10 の通りである。 
表 10  【DWAT 活動における他団体間との関係性構築】 



















DWAT はその後も続くため、現地 DWAT が主体的
に動き、この状況を乗り越えていく力をサポートし
たのが我々の役割だった。 

























































ず、すぐに動けないもどかしさがあった。                                     
 
① (a)(b) 現地 DWAT の後方支援の役割 
派遣 DWAT の役割として、現地 DWAT への後方支援の役割が抽出された。あくまでも
派遣 DWAT ら外部支援者であって、現地 DWAT が主体的にサポートし、それをサポート
出来る様に取り組むことが、今回の派遣 DWAT としての役割だった。 




では、医療・保健・福祉の 3 領域の連携がスムーズだったことが読み取れる。 
















第５節  受援力の構築 
 
⑸【受援力の構築】は、表 11 の通りである。 







して災害時に強いまちづくりを展開していきたい。                       























































































第 2 節 被災地におけるアセスメント 
















































































































※１ いわゆる「西日本豪雨」である。6 月 28 日から 7 月 8 日までの総降水量が四国地方で
1800 ミリ、東海地方で 1200 ミリを超えるところがあるなど、7 月の月降水量平年値の 2～
4 倍となる大雨となったところがあった。また、九州北部、四国、中国、近畿、東海、北
海道地方の多くの観測地点で 24、48、72 時間降水量の値が観測史上第 1 位となるなど、
広い範囲における長時間の記録的な大雨となった。この大雨について、岐阜県、京都府、
兵庫県、岡山県、鳥取県、広島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県の 1 府 10 県
に特別警報を発表し、最大級の警戒を呼びかけた⁶⁵⁾。 
※２ DCAT とは、Disaster Care Assistance Team の略であり、DWAT と意味や活動は同
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